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東南アジア諸国への法整備支援と開発法学の展開
─
メコン地域を中心に
─
松
　
尾
　　　
弘
　
ご紹介をいただきました松尾でございます。私はロー・スクールで民法を教える一方で、これまで約一五年
にわたり、民法典の起草やその準備活動の支援、そのための調査活動等に関わって参りました。本日はその経験に基づいて 若干の情報提供と問題提起をさせていただきたいと思います。　
最初のスライド〔以下、スライド資料については、
http://w
w
w
15.plala.or.jp/M
atsuo/
参照〕の写真画像は、
ベトナム・ホーチミン市を流れるサイゴン川の川舟から、新旧様々な建築物が混在 るホーチミン市街を撮影したものです。トタン屋根の古い建物の脇で、空を突くようなモダンな建築物が競うよう 林立する光景は、まさに発展 渦中にある社会の姿 象徴しています。ベトナムをはじめ、カンボジア、ラオス、タイ、 ャンマーへと広がるメコン地域は、今や世界の成長センターとして注目 集めています。そこでは、経済成長を促すために、そ てまた急速な発展によって動揺する社会をコントロールするた に、法整備の役割がますま重要になっており、その面での国際協力とし の法整備支援が拡大 いま 。本日はメコン地域を主な題材
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として、法整備支援の広がりの一端をご紹介するとともに、そうした実践活動が開発法学という学問分野に与える影響や法整備支援と開発法学 関係について、お話をさせていただきたいと思います。　
最初に法整備支援とは何かということですが、これは①法規定の整備のみならず、②法を運営する組織やそ
の人材の育成、③法の適用を受ける市民の側の法の利用能力の向上、および④法に関する社会調査や法情報のインフラ整備に及ぶ広範囲の活動を含んでいます。こ ように法整備支援は単に立 支援に どまらず、 をつくり、解釈・適用し 社会問題を解決す ため 関連諸制度を広く含む意味では、法制度整備支援というのが適切で、スライドではこの表現を用いていますが、口頭では手短に法整備支援と呼ばせていただきます。　
日本の法制度整備支援は立法支援、法曹人材の育成支援を中心に、二〇年以上にわたって展開されてきまし
た。その特色は当初から日本法を相手国にコピーしようとするもの なく、また、立法支援にとどまるものでもなく、相手国の歴史と現状に照らして実際に機能する法システム 整備を企図してきたこ です。この観点から、今や法制度整備支援 最前線は、立法支援や法曹人材育成支援から、法制度整備 ための教育支援へと広がりを見せ、市民社会 法的能力強化の媒介となるべき人材の へと展開し始めているこ が注目されます。私は、これには十分な理由があり、それ また必然的な流れであ と感じています。　
このスライドおよびそれに続く二つのスライドの写真は、ラオスを題 に、法律辞書の作成 民法の教科
書・問題集の作成、それに参加したメンバー自身の手による民法典 起草のための現地セミナーお び本邦研修のひとコマを紹介したものです。　
このスライドはネパールの民法典草案の原案に対するコメントとその改訂案 示しています。約七五〇か条
の全条文について、エクセルを用いてコメントを付し、それを元 改訂案を議論する作業を第一次草案から第
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三次草案まで繰り返し、また全条文に対する逐条解説のドラフトを検討する作業を行いました。　
つぎのスライドは、カンボジアにおける裁判官および弁護士の研修で、日本の若手裁判官（検事に転官）や
弁護士が出来上がった民法の条文をめぐる解釈の問題について、議論をしている光景です。　
こうして、今や法制度整備支援の最前線は、立法支援や法曹人材育成支援から 法制度整備のための教育支
援へと広がりを見せ、市民社会の 的能力強化の媒介となるべき人材の育成へと展開し始めていることが注目されます。私は、これには十分な理由があり、それはまた必然的な流れであると感じています。　
なぜなら、法システムはルールを作っただけではまだ実体のない線にすぎませんが、それを担う法曹人材が
育ってようやく面になり さら 法の適用を受ける市民が実際に使えるようになって初めて現実の存在となります。　
法制度整備支援は、そうした市民が、あたかも携帯端末を用いて容易にインターネットにアクセスしてサー
ビスを得られるように、何時でもどこでも必要な法情報と による納得のゆく救済を、リーズナブルなコストで遍く受けることのできる空間が、社会の隅々にまで行き渡っている状態、私はこの状態を法ユビキタスと呼んでいますが、その実現と拡大を目指しています。換言すれば、自己 権利 侵害されても泣き寝入りしなければならない不条理を感じ 頻度が減少 ればするだけ、法ユビキタス社会に近づいている いうことが きるでしょう。　
こうした法制度整備支援は、国連、国際金融機関、地域機関 各国政府、
N
G
O等の強い関心の的になって
きました。法制度整備支援を政府開発援助（
O
D
A）のメニューとして取り込む外国政府も増えてきました。
その多くが、法制度整備支援を良い統治の構築支援や民主化支援 一環として、外交政策の柱の一つに位置づ
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け、加えて、貿易や投資に関連する経済政策の重要な支柱としての面も重視しています。　
複数の政策が絡み合うことから、指揮命令系統を国際協力に特化した独立の省や複数省庁の共管組織に一元
化する国もありますが、権限を予算執行部局に分散させている国もあります。ここでは、各省庁・組織の特色と強みを活かしつつ、各省庁・組織間の時に厚い・高い壁を乗り越えて、法制度整備支援の体制を構築するための工夫が、支援側・受入側双方で行われていま 。そうした連携は官民関係でも見られ、その一例として、ドイツ 国際協力公社（
G
I
Z）──日本の国際協力機構（
J
I
C
A）に当たる組織ですが──と国際法協力
財団（
I
R
Z）との連携がありますが、日本では、
J
I
C
A、法務省国際協力部（
I
C
D） 、国際民商事法セ
ンター（
I
C
C
L
C）の連携が、今後法制度整備支援のための官民パートナーシップのモデルを作りうるよう
に思います。　
日本政府による法制度整備支援は、徐々に戦略的展開を見せてきました。平成二一年に「法制度整備支援
に関する基本方針」が策定され、 「良い統治に基づく開発途上国の自助努力」を促すべく、日本の「ソフトパワー」によ 支援として、 「オールジャパンによる支援体制」をとることが確認されま 。また、二〇一三年改訂版では「日本企業の海外展開に有効な貿易・投資環境整備や環境・安全規制の導入支援」も加えられいます。そこ 着実な実施が必要なもの さらなる改訂が必要なものの双方が含まれて ると思われす。　
まず、オールジャパンによる支援体制の強化は、平成二一年の同方針策定当初から謳われていましたが、法
制度整備支援関連情報の収集・集約・更新・共有、プロジェクト実施に際し の協働体制の構築等には課題が残っているように思われます。この問題は、やはり懸案であった法制度整備支援の司令塔 機能の置き所と関
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わりますが、安全保障政策と経済政策に跨る視点から、対象地域と対象法分野を展望しつつ、法制度整備支援の本質を踏まえて段階的で着実に実施可能な戦略の策定主体が不可欠です。それはまた、現場からのフィードバックやボトム・アップの提案を取り込みうる双方向 コミュニケーションを取れるものであることも重要です。　
今や日本による法制度整備支援は、ベトナム、カンボジア、ラオスを皮切りに、中国、モンゴル、ウズベキ
スタン、また、インドネシア、東ティモール、フィリピン、マレーシア、そして、ミャンマー、バングラデシュ、ネパール等に対し、継続的に実施されてきました。これらアジア諸国以外でも、イラン、パレスティナ等の中東諸国、さらに ケニア、タンザニア、コンゴ民主共和国 コートジボワール等のアフリカ諸国にも活動領域が広がっています。　
これまで日本が提供した法制度整備支援活動は、一九九六年一二月以降の予算額ベースで見ますと、約二〇
年間で約一四五億円弱、年額約六億七千万円余りで、累積ではベトナム、カ ボジ 、中国 インドネシア、ラオス、ネパールに比重 あったことが分かります。　
もっとも、お金に換算できない汗と情熱を注いできたところに日本の法制度整備支援 特色があるといえる
でしょう。　
日本の法制度整備支援の特色として、外国人法学者が指摘するのは、短期間で成果を求めない漸進主義、自
国法の売りは控え目にして、比較法を重視し 選択肢を提供する謙虚さ 裁判官・検察官・弁護士・司法書士・法学者等の多様な専門家が関与し、人間関係を重視 る点、一プロジェクトを複数フェーズ 分けたり、発展的な新規プロジェクトに繋げる等の柔軟なサイクル 自助努力 強調等で 。一方 相手国の立場を尊重
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する余り、ベンチマークを下げ過ぎているのではないか、予算上の制約が厳しいといった点も指摘されています。　
私がこの一五年間、活動の前線で実感してきたことは、日本の法制度整備支援の現場では、相手国国民の歴
史・アイデンティティー・文化・誇りに対する敬愛の念をもって法制度整備支援が行われて るということです。そうした中で相手国に最も相応しい法システムの形成を通じた良い統治の構築を支援することがいかに重要であるかということです。　
良い統治とは、国家と国民の発展を心底望む良心的な立法府が策定したルールに基づき、強力な行政が開発
政策を着実に遂行し、その過程 生じる多様な紛争に対して裁判所が公平な裁判を提供する良い政府に支えられて、国内市場が発展 国内外の資本による主体的な企業活動が活発化する一方で、非政府・非営利の組織がセーフティネットを広げることにより、政府が主導しつつも、民間 主体となって、政府と市場 企業と市民社会の間に健全な緊張関係が成り立つことです。これが良い統治の理念型といえ でしょう。　
しかし、それは言うは易し、行うは難しです。例えば、法制度整備支援のために最も多くの人と資金が投入
されてきたカンボジアにおいては、聳え立つ巨大神殿のような首 府 閣僚評議会に象徴される行政府が開発をリードする一方で、議会は民主化を 裁判所は司法省 共に法的紛争解決を模索するという政府態勢の下で、目を見張るスピードで進む豪華 マンション、ホテル、スポーツ施設、ショッピングセンター等 開発と、その現場で立ち退きを余儀なくされた居住者が河川敷で掘っ立て小屋やテント生活を い 光景が同時存在している 状を目の当たりにし 良い統治の構築の難 さを深く考えさせられるものがあります。　
しかし、こうした現象は、カンボジアに限らず、比較的早いペースで開発プロセスを進める社会で頻繁に見
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られるものであるように思います。こうした開発のアンバランスを是正するためにも、法制度整備は相手国において今後一層重要性を増すように思われます。一方、それに関与する日本側にとって 支援は経済的・政治的に大きな意義があります。　
第一に、今や日本企業の生産体制の海外展開が進み、原材料の調達、加工、製品化、輸送、販売の相当部分
が法制度整備支援の相手国とのネットワークに組み込まれつつあります。特に人的・物的資源が集積するメコン地域の南北 回廊等のインフラ整備が急速に進むに伴い、この地域に形成されつつある国際的生産ネットワークへ 参加を日本企業も無視することはできません
M
ade in C
hina, M
ade in T
hai に加え、
M
ade in 
V
ietnam
, M
ade in M
yanm
ar, M
ade in B
angladesh
等を目にする頻度も高くなってきましたが、その中には日
本企業によるものも含まれています。実際、発展途上国から世界 通用する製品づくりに挑む日本企業も現れています。そうした経済活動が、相手国に最 相応しいい法整備によって促進されることはいうまでも りません。　
スライド
25の写真は、現在、生産の国際ネットワーク化が最も典型的に進んでいる国の一つであるベトナム
の北部農村、ハノイ市街の拡大、ホーチミン市の開発区です。ち みに、同スライドの最後の写真は ホーチミン市の開発区と市街を結ぶ鉄道の建設現場ですが、これを日本の
J
I
C
Aが支援しています。
　
第二に、法制度整備支援の相手国が経済的に発展し、市民の購買力が増すことは、日本企業にとっても商
品の販売・消費市場が拡大することを意味 ます。す にリンゴやイチゴ等の果物、野菜、牛肉等の農畜産品は、ベトナム等の東南アジア諸国への輸出が増えています。そうした地域を活性化させるような法整備は“M
ade in Japan ” 製品の進出を促すことも否定できません。
44
武蔵野法学第 7号
　
第三に、法制度整備支援は、その相手国における企業に対し、相互に競争ルールを遵守するよう、コンプラ
イアンスを求めるための基準づくりと実施方法にも及びます。それは、フェアプレイによる相互利益を確保し、長い目で見れば、持続的発展を維持することに通じます。また、法律に至らない競争ルールの形成戦略の策定・実施を促進するためにも、法制度整備支援を通じた相手国との信頼関係の形成が不可欠でしょう。　
ところで、東西冷戦が終結し、法制度整備支援が本格化した当初の一九九〇年代には、 「法律を書いた者が
仕事を取る」 つまり、自国法に近い法を相手国に移植することが、自国のビジネスに有利であるという誤解により、アメリカとドイツを中心とする法制度整備支援「戦争」が過熱した時期がありました。この認識はその後大きく変わってきました。それは、相手国 歴史と現状に最も適合した法システムができることが、相手国はもちろん、日本を含む外国にとっても最も利益がある いうことです。このことは、近年、かつての法制度整備支援競争めいた状況の再燃も懸念さ る中 現在、改めて再認識を共有したいと考える点です。　
これに関連して、アジア諸国に法制度整備支援を行う意義として、将来ASEANプラス・アルファーによ
る東アジア共同体の共通法の基盤づくりということも挙げられますが、ここにはなお議論の余地があ と思われます。国際経済はグローバル化 深める一方で、各地域の連携強化による生産・流通・消費 効率化も求めています。こうしたグローバリズムとリージョナリズムは両立可能であり もそうした両睨みの経済政策に適合するように推進するこ が得 であるよ に思わ ます。　
法制度整備支援の政策的意義は、経済的側面に止まりません。
　
今や隣国・周辺国と 治 緊張が増す中で、法制度整備支援を一貫して進めることが、日本の安全保障に
直結する重要な布石になることが考えられます。こ でまず、隣国・周辺国の経済的繁栄と政治的平和は日本
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の国益確保の大前提であることを再確認する必要があります。私たちが法制度整備支援を行う現場の先々で、中国、韓国企業による旺盛な投資活動を目の当たりにしますが、そうした投資活動によって急速に進む生産・流通・消費のネットワークを利用することは、日本企業 も閉ざされてはおりません。重要なことは、そうしたネットワーク 形成に日本も積極的に参画し、活用し、改善に向けてクリエイティブに、かつイノベイティブに活動することだと考えられます。　
そのことはさらに、人類にとって最大のチャレンジである恒久平和の確保に通じています。哲学者の
J・
ロールズは、
I・カントの『永久平和論』に立脚し、 「民主制が確立された国家の間では戦争は起きない」と
のテーゼを提示しましたが、戦争を抑止する要因として、共有された民主制とともに、相互間の貿易と商取引を挙げている点に注目したいと思います。法制度整備支援が相手国との経済関係を深める紐帯となることは既に述べたとおりですが、さらに法制度整備支援の相手国が持続的な発展 達成 ためには、経済成長 成果を国民が衡平に分かち合い 市民の権利の擁護と市民法の教育の機会を拡大し 成長 両立可能な民主化を増進することが不可欠 。今後の法制度整備支援では、相手国 法整備が経済成長と両立可能な民主化の価値 実現 に通じるプロセスを提示してゆくこ が重要で それは「アラブの春」の民主化とは相当に異なるものがあるでしょう。　
このように、法制度整備支援は、①経済政策の面にとどまらず、②安全保障政策や外交政策、特に「司法外
交」の面も有することを看過することができません。これらは、法制度整備支援の政策 根拠ということができます。それを実現す ため も、法制度整備支援 相手国 の間に形成された信頼関係に基づき、不断に継続してゆくことが必要になります。その際、けっして惰性に陥ることなく、法制度整備支援の方法を絶えず
46
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改善し、積極的平和主義外交の基盤、国際協調主義の要として、維持・増進してゆくことが重要になるでしょう。　
そのような法制度整備支援を通じて、地球上の一つでも多くの国が良い統治を構築できるよう、多くの国が
相互に協力する関係 法整備協力のネットワークを構築することは、主権国家を前提とする現在の国際社会で、たとえ世界政府がなくとも達成可能な平和維持システムとしてのグローバル・ガバナンス、地球的統治の構築に通じています。　
このことは、法制度整備支援が法を通じた世界平和（
W
orld P
eace through L
aw
: W
P
T
L
）の達成手段であ
ることを示しています。もっとも、軍事力を伴った政治権力 前に法は無力ではないか いう疑問も予想されます。しかし、かつて独裁者によ 支配が何れも打ち倒されたよう 法の理性
=
法の根拠（
ratio legis, 
reason of law
）に基礎づけられない政治権力が生き残った例はありませんでした。少なくとも政治的実力は、
法の理性
=
根拠に基礎づけられて初めて、実効力と安定性と持続性を発揮してきました。このように政治的
実力と法整備は、国家安全保障の車の両輪であ ということができるでしょう。法制度整備支援を通じてかかる法の理性
=
根拠の存在を確認し、普及することは、相手国の政治権力の濫用や逸脱を抑制する布石になり
えます。これは 制度整備支援の理論的根拠 うこ ができるでしょう。　
法制度整備支援が目標とする法ユビキタスや法を通じた世界平和は、けっして短時日のうちに達成されるも
のではなく、世代を超えて絶えず継承・確認・発展させてゆくこと 不可避です。そのためには、支援国と相手国 双方で、公務員や専門家の枠を超え、参加者の広がりと厚みを増してゆくシステムづくりが不可欠です。
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そのような取組みとして、各国の高校以前の段階おいても、法制度整備支援を題材にした法教育の機会を提
供し、それを通じて、若い世代の国際問題への関心を早期に喚起することが重要です。　
また、大学における法制度整備支援論・開発法学の普及、国際問題への関心喚起、国際的なジョイント・
ディグリー・プログラム、それに関する国内外の諸大学による大学間コンソーシアムの形成も模索されています。　
さらに、職場における様々なコンプライアンスの実践、国家・公共団体、民間企業、個人が参加するグロー
バル・コンパクト、国際開発援助機関や国際金融機関、民間金融機関も参加する環境・社会配慮ガイドライン等のソフト・ローの遵守も、世代を超えた法制度整備支援の実践のために、大きな意味をもつでしょう。　
私が法制度整備支援の活動の合間に、ネパールの山間部や南部の農村地帯、ラオスの山村やカンボジアの都
市で出会った子どもたちや若い世代は 極めて旺盛な好奇心に満ち満ちていることを絶えず感じ取ってきました。そうしたより若い世代における問題関心の喚起を世代間の承継を意識した、長期的な、息の長い展望が、法制度整備支援には不可欠なものではないで ょうか。　
法制度整備支援という実践活動は、開発法学（
L
aw
 and D
evelopm
ent ）という理論研究の発展によって支
えられる一方で、開発法学が議論すべき課題や探求すべきトピックを法 が供給す という形で、両者は不可分の関係にあります。今や開発法学は、法学の分野の一つと認められてきていますが、それ はいくつかの特色があります。　
第一に、法学入門としての開発法学の意義です。開発法学は、①法の背景には必ず個々の社会の歴史・文
化・政治・経済が存在すること、②個々具体的な社会を離れて 抽象的な形で法が存在するのではな こと、
48
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そして、③法は社会の発展に応じて変化するものであり、時には社会の変化をフォローし、時には社会の変化を促すという の見方を大前提とし いま 。こうした法の基本的な機能にアプローチすることができるという観点から 法学入門の題材として、開発法学が関心を引いています。これ ついては、大村敦志教授との対談「 『法学教育』をひらく」 （第六回）をご参照いただければ幸いです。 （
http://w
w
w
.houkyouiku.jp/
interview
01 ）
　
第二に、開発法学は、開発経済学、開発政治学をはじめとする開発学の視点から、学際的なアプローチによ
る研究分野として関心を集め います。例えば、一九九三年の世界銀行レポートが注目した「高成長アジア経済」 （
H
igh P
erform
ing A
sian E
conom
ies: H
P
A
E
s ）の目覚ましい経済成長は、 「東アジアの奇跡」と呼ばれま
した。しかし、それはけっして奇跡ではなく、何か理由があるはずであると考えられ、その探求が試みられてきま 私もそれには理由があると考え ます。最も典型的 短期間の経済成長が達成された国々に見出されるパターンは、①権限を中央集権 した政府が、②立憲的秩序を構築し、③その下で産業経済政策立法を実施して、④経済成長と の成果の衡平な分配に慎重に配慮しながら、⑤市民のための権利保護と法教育の機会を提供 、⑥民主化を徐々に進めた結果、それが再び④衡平 伴った経済成長に結びつくとい 形で、政治と法と経済の間に好循環が形成されたこ にあります。 制度整備支援の相手国 は、こ 図式に近い国もありますが、少し違う国もあります。発展パターンはけっして一様でありません 現時点で好調なアジア諸の経済成長 将来「第
2のアジアの奇跡」といわれる持続的なものとなるかどうかは、まだ不安要因もあり
ます。それを取り除いてゆくことも、日本の法制度整備支援の重要な課題 ると思われます。　
第三に、開発法学は、異文化社会を理解するということ 通じます。すでに述べましたように、法は抽象
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的にどこかに存在するものではなく、個々具体的な社会の経済・政治・社会の構造の中に深く埋め込まれたルールです。したがって、たとえ同じまたは類似の文言のルールでも、それがもつ意味は国 よって同じではありません。法制度整備支援では、法的ルールというものを、相手国の社会の歴史や現在 社会構造を踏まえて、現実に妥当しているルールとして解釈する方法を探求する必要があります。このように言語 表された文化的生成物たるテクストの意味を正確に汲み取 という意味で 解釈学、いわゆるヘルメノイティーク（
H
erm
eneutik ）としての面を法律学はもっています。そうした解釈の手法として、①テクスト自体の客観
的意味の解釈のみならず、②統一性をも たもの してのテクスト解釈、③テクストの歴史的起源に遡った解釈、④テ ストの背後にある社会的実質関係を考慮した解釈、⑤類似のテクスト 比較に基づく解釈があります（
H
elm
ut C
oing, Juristische M
ethodenlehre, W
alter de G
ruyter, 1972 〔松尾弘訳『法解釈学入門』 （慶應義
塾大学出版会、二〇一六年） 〕 、
 III.1 ） 。このうち、③各国の歴史や文化、④社会構造を考慮に入れた解釈、そ
して、⑤それらの比較に基づく解釈は さ 法整備支援の実践 開発 学を通じてアプローチすることに最も適 います。　
私も法制度整備支援の一環として、ネパール北部のチベット文化圏にあるムスタンと、インド国境に近い南
部のヒンドゥー教・イスラム教が混在したタライ平原で調査を行っ ときの 家族関係やコミュニ ィの構成、男女の役割分担の相違を目の当たり て、強い印象を受けま た。そうした社会構成原理の相違により、法的ルールの意味は大きく変わってくる可能性があると思うのです。　
そうした中で実感されることは、法は本質的に相対的で動態的なものであるという、モンテスキューが『法
の精神』の中で述べている法律観です。
50
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一例として、ラオス相続法における相続人の規定を取り上げてみたいと思います。そこでは、法定相続人と
して、実子、養子と並んで配偶者の子（いわゆる連れ子）が挙げられ、被相続人が婚姻後に取得した財産──これは日本と違って夫婦の共有財産になりますが──そ に対する平等な相続権が認められています。　
ここでは、相続が単に被相続人と 人という個人間における権利承継ではなく、被相続人と相続人との間
に家族共同体というものが現実態として存在し、その中で被相続人死亡時の「正しい」 （＝当該社会の、現在の状況において相応しい理由をもつ）財産分配原理がルール化されているとみ ことができるように思われます。　
このように私たちの制度とは違う制度に出くわしたときの大小様々なショックは、私たち自身の法の特色を
再認識させるととも 、普段は目に見えていなかった法の背後にある社会実体に私たちの目を向けさせることになります。　
もう一つの例として、責任無能力者の監督者 どのような責任を負うべきかに関するルール
たいと思います。ベトナム、ラオス ネパールでは、責任無能力者たる未成年者や精神障害者の不法行為に対しては親権者または後見人が絶対的な責任を負うもの され います。　
他方、カンボジア、日本、ドイツでは監督義務 が 義務を怠らなかった場合の免責を認めています。法
制度整備支援でこの問題が出てきたときに、このうちいずれ ルールが「正しい」 、だから採用すべきだとうことはできません。強いていえば、各国 現状と発展方向に最も適したルールが「正しい」ルールというべきでしょう。いったん採用したルールが 国家 発展 伴っ 変化することもありえます。実際 日本民法の七一四条の母法とな ドイツ民法八三二条は、元々は監督義務者の絶対責任を認めてい ゲルマン法を修正
シンポジウム／東南アジア諸国への法整備支援と開発法学の展開
51
したものでした。　
また、現在では、カンボジア、日本、ドイツはこの問題に関してはほとんど同じルールを採用するに至って
いますが、その意味も必ずしも同じとはいえません。日本でも昨年と今年の最高裁判決で、小学生の蹴ったサッカーボールに乗り上げて負傷、その後死亡した者の損害について両親の監督義務違反が否定され、また、アルツハイマー型認知症患者が鉄道に引かれて た事故で妻と長男の監督義務違反が否定されました。最高裁の法廷意見では、妻は監督義務者ですらないとしまし 。日本では、責任弁識能力を欠く者の行為によって生じるリスクの分担についての社会的合意がシフトしつつあるように思われます。そういう動態的プロセスにおける民法七一四条の法解釈のあり方が問われています。したがって、これ も抽象的・静態的に「正しい」答えがある問題ではなく、親子関係、夫婦関係、家族関係の制度的変容により、答えが異なってくる可能性があります。同じ問題がカンボジアとドイツで起こった場合の結論も 同じとは限りません。　
ここでは、法が本質的に動態的なものであることを再認識させます。
　
このように法が社会の構造と発展のダイナミズムと不可分の関係にあること、そういう関心から法制度整備
支援にアプローチすることは、 解釈学をはじめとする法学一般への関心をより高めるでしょう。　
第四に、開発法学は日々の実践における法整備支援と不可分の関係にあります。法整備支援の担い手、主体
は、けっして法律家に限られ ものではありません。私たちは職場や生活の場で、日々様々な規準や規格や仕組みを作り出 、変更していま 。それ 必ずしも狭い意味での法的なルールではありませんが、現実の仕事や生活に密着した制度の一部です。法制度整備支援でいう「制度」はそういう広い意味 の制度を含意 います。そういう身近なルールを、たとえ小さなものでも、作り出し、改善することに貢献することは、すでに
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それ自体が法制度整備支援の活動に通じるものがあります。先に言及した対談で、大村教授がいみじくも述べていたことですが、 「社会の仕組みを改善していくやり方はいろいろあるけれど、皆さんいろいろなところで、いろいろな ができますよ。職場で直面した問題について、今勉強したことをもとにして、一ついい仕組みを作れば、世の中に大きな影響を及ぼしうるかもしれないし、そうでなくても一定の小さな影響は生じるでしょう」 、そういうメッセージを開発法学は含んでいるような気がすると指摘されています（大村敦志「 『法学教育』をひらく」 （第六回）
http://w
w
w
.houkyouiku.jp/interview
01 ） 。
　
本日のお話が、法制度整備支援と開発法学への幅広い関心を引いていただくための小さなきっかけになりう
れば幸いです。
